
◎ 給付の対象となるのは、保護者が島根県内に住む、生活保護世帯または保
護者全員の住民税の所得割の合計が０円の世帯です。

◎ 原則、例年７月頃に申請を行いますが、新入生については年額の１／４
相当額の給付を前倒しで申請することができます。

課税証明書（例）

給 与 収 入 税額控除前所得割額④

給 与 所 得 税額控除額 6 月 分
その他の所得計 所得割額⑥ 7 月 分

均等割額⑦ 8 月 分
税額控除前所得割額④ 9 月 分

雑 損 税額控除額 10 月分
医 療 費 所得割額⑥ 11 月分
社 会保 険料 均等割額⑦ 12 月分
小規模企業共済 1 月 分
生 命保 険料 2 月 分
地 震保 険料 ＊ 3 月 分

（摘要） 4 月 分
5 月 分

既 納 付 額 ⑪
差引納付額(⑧-⑪-⑨⑩)

変更前税額⑫ 変  更  月
増減額(⑧-⑫) 月

基 礎 控除不足額⑨
所得控除合計② 既 充 当 額 ⑩
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特別徴収税額の決定通知書（例）

市民税と県民税の所得割額が両方０円
（非課税）であることが認定要件となり
ます。
※均等割額は０円でなくても可

※保護者の方が在住する都道府県での申請が必要です。保護者の方が島根県外に在住の場合は、
お住まいの都道府県へ申請方法等をご確認ください。

◎ 授業料以外の教育費（教材費や諸会費等）を支援するために、返済不要の
給付金を給付する制度です。 ※給付額については、申請案内でご確認ください。

※海外在住（課税額が確認できない）保護者がいる場合、生徒が就学支援金または学び直し支援
金の受給資格がない場合、児童福祉法による児童入所施設措置費（見学旅行費又は特別育成費
（母子生活支援施設の高校生等を除く））の支弁対象の場合は本制度は対象外となります。

学年 申請時期 認定された場合の給付時期（予定）※ 給付額

５月頃申請 ８月頃から順次給付予定 年額の1/4相当額 ※２

７月頃申請 １２月頃から順次給付予定 年額から上記を引いた額 ※２

２年生 ７月頃申請 １２月頃から順次給付予定 年額

３年生 ７月頃申請 １２月頃から順次給付予定 年額

※ 給付時期は審査状況によって変わることがあります

※２ 年額が同額でない場合もあります。

１年生

申請と給付時期の予定（R5.4時点）

所得割額の確認方法

裏面もご確認ください



新入生への前倒し給付時の注意点について

・令和５年度の年間給付額は７月の申請で正式に決定されます。

・新入生への前倒し給付は、７月の申請で決定される年間給付額の一部を前倒しで受け取る制度です。

・新入生前倒し給付（令和４年度課税額で判断）と７月の申請（令和５年度課税額で判断）では、課税年度や

扶養状況の判断基準日が異なっているため、今回の給付額が正式な年間給付額の1/4になるとは限りません。

最終的に年間給付額が０円になることもあります。

〈例２〉 前倒し給付額が１万円だが、最終的な年間給付額は０円となる（令和４年度は所得割が非
課税の世帯だが、令和５年度は課税される）世帯Bさんの場合

《例》
令和５年４月１日現在の状況で審査すると、年額は４万円

前倒し給付はその1/4相当額となるので

４万円×1/4=１万円をBさんに支給（８月以降）

《例》
令和５年度の課税証明書で課税がある場合は、
７月の申請では給付を受けられません。
令和５年度の最終的な年間給付額は０円。

※ただし、既に前倒し給付を受けた１万円の返還は必要なし

今回の申請

申請

Bさん

Bさん

受給できない
（非課税でない）

４月

所得割
非課税

７月

所得割
課税あり

Aさん

Aさん

〈例１〉 前倒し給付額（４月１日現在の状況で判断）が１万円、令和５年度の最終的な年間給付額（７
月１日現在の状況で判断）が３万円となる所得割が非課税世帯Aさんの場合

令和５年４月１日現在の状況（令和４年度課税
額）で前倒し給付の金額を決定します。

《例》
令和５年４月１日現在の状況で審査すると、年額は４万円

前倒し給付はその1/4相当額となるので

４万円×1/4=１万円をAさんに支給（８月以降）

令和５年７月１日現在の状況（令和５年度課税
額）で最終的な年間給付額を決定します。

《例》
令和５年７月１日現在の状況で審査すると、
令和５年度の最終的な年間給付額は３万円

そこから前倒し給付で給付済みの額を引くため

３万円－１万円＝２万円をAさんに支給（12月以降）

今回の申請

申請

申請

４月

７月

所得割
非課税

所得割
非課税

令和５年４月１日現在の状況（令和４年度課税
額）で前倒し給付の金額を決定します。

７月の申請

７月の申請

令和５年７月１日現在の状況（令和５年度課税
額）で最終的な年間給付額を決定します。


